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例 意見を聴取 。

待などを実施
拡大 33か所で実施

3　平成１７～１９年度の進捗状況
（１）地域での子育て支援とネットワークづくり

 １-１　子育て支援のネットワークづくり
重　点　事　業

(◎新規　○拡充　●継続)
事　業　内　容

計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

◎子ども・子育て支援
ターの設置

セン 次世代育成支援のため
施設の検討・設置

の総合的な中核
検討・設置 検討 検討

○
月
 ・　
　（
のび
 ・　
　（
供
 ・　
　（
す

子ども・子
）
地域のネ

支援者の
子育て

企業連携
子育て家
）
子育て情

地域の子
る講座の

育て支援センターの開設 （１９年９

ットワークづくりの拠点
育成、子育てサークルの支援、の
サポート事業事務局本部）

の拠点
庭優待カード事業、　企業の情報

報の拠点
育てに関する情報発信、子育てに

開催、交流の場づくり）

び

提

関

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

◎なごや 子ども・子育
くわくプラン推進懇談
設置

てわ
会の

家庭、地域、企業、行政
世代育成支援の推進を
織を設置

が連携して
はかるため

、次
の組 設置 設置 開催

○
会
○
につ
例

「なごや子
」開催　開
なごや子

いての
についてのについての

ども・子育てわくわくプラン推進懇
催回数：３回

ども・子育てわくわくプラン進捗状況
報告をするとともに、なごや子ども条

意見を聴取した。した

談

☆☆☆

○「なごや子ども条例」に基づき「なごや子ど
も・子育て支援協議会」を設置する。（「なごや
子ども・子育てわくわくプラン推進懇談会」と
「青少年問題協議会」は廃止）
○「権利擁護部会」、「ワーク・ライフ・バランス
部会」、「地域の子育て支援部会」の３つの部
会も設置し なごや子ども条例やなごや子ど

子ども青少年局

会も設置し、なごや子ども条例やなごや子ど
も・子育てわくわくプランの推進上の重要な課
題について検討を行う。

○身近な地域でのネ
ワークづくり

ット 地域において、拠点を
支援のネットワーク体制

中心とした子
の強化

育て
子育
ネッ
点　
定

て支援
トワーク拠
64か所指

検討
各区1か所でモ
デル事業の実
施

○
○

各区１ヶ所
各区にお

でモデル事業を実施。
いてネットワーク連絡会を開催。

☆☆☆
○各区においてネットワーク連絡会の開催
　○ネットワーク事業を実施　16か所→27か所

子ども青少年局

◎赤ちゃん訪問事業
地域の主任児童委員、
員が子育て家庭を訪問
支援情報と祝い品を届

区域担当児
し、地域の
ける

童委
子育て 拡充検討 ― ―

○
第
（平

事業開始
１子訪問件
成１９年

数　５，２３３件
４月～９月生まれの赤ちゃん）

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

◎次世代育成支援の
への意識啓発

市民 計画の推進のためのシ
会などの開催

ンポジウムや講演
毎年実施 実施 実施

○
醸
　・
　　
１３
　・
　参
○
るＮ

子ども条例
成を図るた
愛知サマ
参加者数
人
市民シン
加者数

子ども条例
ＰＯ協働

（仮称）制定に向けて、市民意識
め、シンポジウムなどを開催

ーセミナーの参加
　小学生１１人　中学生４人　高校

ポジウムの開催
　約１２０人

（仮称）制定に向けた広報活動に
事業の実施（4団体）

の

生

係

☆☆☆

○子ども条例が制定されたことをＰＲし、市民意
識の醸成を図るため、パンフレット、広報グッズ
などを作成し、各イベントなどで配布
○子ども条例推進及び次期行動計画策定に
向けた市民意見聴取を目的としたＮＰＯ協働
事業を実施し、その成果を報告する市民集会
を開催
○子育て家庭を対象とした事業を活用した意
見聴取の実施
○子ども・子育て家庭の意識・生活実態を把握
するための調査を実施

子ども青少年局

1－２子育て支援サービスの充実

◎えらべるクーポン制度
子育て家庭のニーズに
てサービスが選択でき
「えらべるクーポン」制度

応じた、各
るシステム（

）の構築

種子育
子育て 検討 ― ― ○制度導入に向けた調査 ☆☆☆ ○制度構築に向けた調査 子ども青少年局

○保育所地域子育て
センター事業

支援
保育所などを地域にお
ンターと位置づけ、子育
提供、相談事業や施設

の招待などを実施への招

ける子育て
てに関する
の開放及び

支援セ
情報
行事

48か所で実施 17か所で実施 25か所で実施
○
所
拡大

育児不安
の開放や

して33して

等の子育てに関する相談及び保育
行事への招待等を行う事業を、8か
か所で実施

所 ☆☆☆ ○継続して実施　　33か所→41か所 子ども青少年局
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事業を拡充し、会員を拡大

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

○私立幼稚園親と子
ちの場支援事業への

の育
補助

私立幼稚園が実施する
子教室など子育て支援
補助を実施

子育て相談
事業などに

、親
対して 全園で実施 114園で実施 109園で実施

○
が1
　ま
て、
園
施

幼児教育
13園で実
た、（社）
一般市民

教員を対
された。

支援員事業、地域子育て支援事業
施された。

名古屋市私立幼稚園協会におい
を対象とした幼児相談事業、幼稚

象とした幼児教育相談研修などが実

☆☆☆ ○補助実施園の拡大を図る。 教育委員会

●市立幼稚園心の教
進プランの実施

育推 市立幼稚園で、園舎・園
園児親子登園、子育て

庭の開放
相談などを

や未就
実施

全園で実施 全園で実施 全園で実施

○
　園
　　
　未
　　
　子
　　
　子
　　

全園（２８
舎・園庭

　　　　　
就園児

　　　　　
育て相談

　　　　　
育て井戸

　　　　　

園）で実施
開放　　　実施回数３１３回

　　　　　　　参加人数１４，８６８人
親子登園　実施回数４８６回
　　　　　　　参加人数２４，０９５人

　　　　　　実施回数３８９回
　　　　　　　参加人数５，４７２人

端会議　実施回数１１６回
　　　　　　　参加人数３，４７１人

☆☆☆
○全園（２７園）で継続して実施

教育委員会

●児童館子育て支援事業
親子の交流や育児の情
子育てサークルの活動
児童館において活動場

報交換な
を支援する
所を提供

どを行う
ため、 実施

実施
実施

○
活

実施
動場所提供回数：78サークル、延899回

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

○のびのび子育てサ
事業

ポート
地域での子育てを支援
織をつくり、子育てを支
手助けしたい人の登録
事業を拡充し、会員を

するため、
援してほし
・仲介などを

拡大

会員組
い人と

行う

17か
(支
設置

所で実施
部16か所

)

5か所で実施
（支部4か所設
置）

5か所で実施
（支部4か所設
置）

○
のび
７２
　活

5か所で実
のび子

７人(１９年
動件数

施
育てサポート事業会員登録者数：３
度末)

：２０，０６９件

，
☆☆

○支部の拡充　　４か所→８か所
子ども青少年局

○留守家庭児童健全
事業

育成
児童館留守家庭児童ク
の留守家庭児童育成会
助成の充実

ラブの実施
に対する運

と地域
営費

・児
・育
か所

童館：16館
成会：198

・児童館：16館
・育成会：180か
所

・児童館：16館
・育成会：176か
所

○
児
育
○
受

実施
童館16館
成会172か
障害児受
入児童1人

所（20.3.31現在）
入加算の拡大（受入児童2人以上
以上）

→
☆☆☆

○継続して実施
児童館16館
育成会166か所（20.4.1現在）

子ども青少年局

●保健所子育て総合
窓口

相談
子育ての不安を解消す
おいて、子育てに関す
の実施

るため、保
るさまざまな

健所に
相談 全区で実施 全区で実施 全区で実施

○
談
相

地域の身
・支援の実
談件数：５

近な相談として、子育て家庭への相
施。

４，５４７件
☆☆☆

　身近な相談窓口としての周知及び相談、支
援の充実に努める。

子ども青少年局

◎高齢者による子育
援事業

て支 シルバー人材センター
事業の検討・実施

での子育て支援
検討・実施 検討 検討

○
事
　　
○
事
成
　　
　　
修
○
就
　　

シルバー
業を開始
19年度利

シルバー
業就業会

①11/8～
②12/7～

）　参加者
高齢者就
業支援講
期間8/8

人材センターにおいて、子育て支援

用件数　５，３１４件
人材センターにおいて、「子育て支
員育成研修」による会員従事者の

11/28（全10回）　参加者数33人
12/20（全８回　※フォローアップ研
数15人
業支援センターと連携し、生きがい
習「子育て支援」を実施
～9/7（全10回）　受講者数20人

援
育

☆☆☆
○継続して実施

健康福祉局
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保育所定員： 242人（類計862人）の定員増を図 年度末総

施
施 育事業を実施 ヶ所

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

○ふれあい・いきいき
ン推進事業

サロ
地域住民やボランティア
子育ての分野のサロン
社会福祉協議会が必要
福祉基金により新たに

団体などに
の開設に際
な経費の

助成

よる
し、市

一部を
子育
対象

て分野に
拡大

子育て分野に
対象拡大

子育て分野に
助成

○
たふ
度
　（
○
　愛
サロ
通

高齢者・障
れあい

経費を助
類型別：
全国ふれ

知県社
ンを実施

した交流

害者・子育て中の親子等を対象と
・いきいきサロンの立ち上げ時の初
成　助成件数30件（１か所５万円）
高齢10、子育て11、共生9）
あい・いきいきサロン研究交流会

協と共催。全国でふれあい・いきい
している団体が集まり、情報交換

を実施　（参加者550人）

し
年

き
を

☆☆☆ ○継続して実施 健康福祉局

○なごやつどいの広
業

場事
主に乳幼児を持つ親と
に集い、交流などがで
子育て支援団体などに

その子ども
きる場を提供
助成

が気軽
する 32か所に助成 10か所に助成 10か所に助成

○
に応

１６か所に
じて、月

、週当たりの開設日数・開設時間数
額 5～15万円を助成

☆☆☆ ○継続して実施　16か所→２０か所 子ども青少年局

○子育てサロン
保健所が育児不安の軽
子育て交流の場を開設
育て情報の交換や仲間

減をはか
することに
づくりを推

るため、
より、子
進

全区
・開
増

で実施
設回数の

全区で実施
1,598回
23,658人

全区で実施
1,686回
26,302人

○
が利
開
参

開設回数
用しや

設回数：1
加者数：２

や開設か所数を増やす等、参加者
すいように努めた。
,7４７回(対前年度比６１回増）
７,１５７人

☆☆☆
○開設回数や開設か所数を増やす等、参加
者が利用しやすいように努める。
開設予定回数1,890回

子ども青少年局

１－３　保育サービスなどの充実

○保育所待機児童の
保育所 新設や増築

解消
保育所の新設や増築な
をはかるなど、保育所待
の取組を強化

などによりどにより、
機児童の

定員増定員増
解消へ

保育
800

所定員：
人増

保育所定員：
保育所定員：

増（累計

○
242

250人増
年度末総定員：
32,245人

370増（累計
620増）
年度末総定員
32,615人

定
○
78
○

民間保育
人（類計

員32,857
公立保育
か所、621
待機児童

所の新規開設や定員増等により、
862人）の定員増を図った 年度末総った。
人
所の3歳未満児入所枠拡大の実施
人
342人

○民間保育所の新規開設や定員変更等によ
り 歳未満児定員 人増（ 歳全体 定

：
☆☆☆

り、3歳未満児定員の74人増（0～5歳全体の定
員増は1人）を実施
○公立保育所の3歳未満児入所枠拡大の実
施：83か所、668人

子ども青少年局

◎病児・病後児デイケ
業

ア事

小学生低学年までの病
復期にある児童につい
り家庭で育児を行うこと
医療機関などにおいて
事業を実施

気または病
て、勤務な
が困難な場
一時的に預

気回
どによ
合に、
かる

9か所で実施
1か所（病後児）
でモデル事業
を実施

2か所（病後児）
でモデル事業
を実施

○
病
め、
関

勤務など
気または

病後児保
4か所で病

により家庭で育児を行うことが困難
病気回復期にある児童に対応する

育室2か所に加え、新たに医療機
児保育室を開設

な
た

☆☆☆ ○継続して実施　６か所→８か所 子ども青少年局

◎休日保育事業
日曜、祝日の保護者の
を要する保育所入所児
業を実施

就労により
童の保育を

、保育
行う事 10か所で実施 検討 4か所で実施

○
か所

日曜、祝
拡大し

日の保護者の就労に対応するため
て6か所で実施

、2
☆☆☆ ○継続して実施　６か所→８か所 子ども青少年局

○一時保育事業

保護者の就労形態の多
的な保育(非定型)や保
よる緊急時の保育(緊急
等のための一時的な保
を行う事業を実施

様化に伴
護者の傷病
)、育児疲
育（リフレッ

う一時
などに

れ解消
シュ）

32か所で実施 16か所で実施 18か所で実施

○
育(
育(
レッ
で実

保護者の
非定型)、
緊急)に加
シュ）を利
施

就労形態の多様化に伴う一時的な
保護者の傷病等による緊急時の保
え、保護者の育児疲れの解消（リ
用対象とし、5か所拡大して23か所

保

フ ☆☆☆ ○継続して実施　23か所→28か所で実施 子ども青少年局

○延長保育事業
保護者の就労時間の多
ため、通常の保育時間
て、保育を行う事業を実

様化に対
(11時間)を
施

応する
延長し

182
施

か所で実
121か所で実施 132か所で実施

○
14

保護者の
3か所で実

就労時間の多様化に対応するため
施

、
☆☆☆ ○継続して実施　１４３か所→１６０か所 子ども青少年局

●夜間保育事業
保護者の深夜就労に対
後10時以降に保育を行

応するため
う事業を実

、午
施

実施 実施 実施
○
か所

保護者の
で実施

深夜就労に対応するため、引き続き4
☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

○産休あけ保育事業
出産後も継続して就労
け（生後57日目）から保
施

できるよう、
育を行う事

産休あ
業を実

123
施

か所で実
117か所で実施 124か所で実施

○
育事業

出産後も
を実施

継続して就労できるよう、産休あけ保
１２５ヶ所１２５

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局
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重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

○産休あけ・育休あけ
予約事業

入所
産休・育休あけの職場
所予約することにより、
事業を実施

復帰にあわ
入所を円滑

せて入
にする 71か所で実施 63か所で実施 65か所で実施

○
め、

産休・育休
3か所拡

あけの職場復帰を円滑にするた
大して68か所で実施

☆☆☆ ○継続して実施　68か所→７０か所 子ども青少年局

○障害児保育の実施
障害児の成長・発達の
め、健常な子どもととも
能な障害のある子どもの

促進をはか
に集団保育

保育を実

るた
が可
施

246
施

か所で実 229か所で実施
７００人

227か所で実施
７６４人

○
２３

実施保育
７ヵ所　８

所数、受入れ人数の拡大
０７人

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

○私立幼稚園預かり
への補助

保育
私立幼稚園で通常の教
預かり保育を受ける園児
軽減などをはかるため、

育時間終
の保護者

補助を実施

了後に
負担の 107園で実施 79園で実施 75園で実施 ○90園に補助を実施した。 ☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

◎総合施設（認定こど
の設置検討

も園）
就学前の教育と保育を
総合施設（認定こども園
動向も踏まえ本市の導
討

一体として
）について

入の可能性

捉えた
、国の
を検

検討 検討 検討

○
換
○
お
て検

関係部署
及び意見
有識者に
ける就学

討、取り

による庁内検討会において、情報
調整（開催回数：３回）
よる検討会において、認定こども園
前教育・保育の提供のあり方につい
まとめ報告（開催回数：３回）

交

に ☆☆
○民間施設に対する情報提供及び助言相談
○公立の認定こども園の必要性について検討

子ども青少年局
教育委員会

１－４　企業と地域との連携による子育て支援

◎子育て支援企業認
度

定制
子育てにやさしい活動
いる企業を認定し、特に
彰

を積極的に
優れた企

行って
業を表 実施 ― ―

○
○
○
認
数

認定審査
企業募集
表彰式・発
定企業数
に含む。）

会の設置・開催

表イベント
：１０社　表彰企業数：４社（認定企業

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

◎なごや未来っ子応
度

援制
協賛店舗にカードを提
て、割引・特典サービス
を創設

示することに
が受けられ

よっ
る制度 実施 ― ―

○
・協
・協
・カ
・カ
○

子育て家
議会の設
賛店舗の
ード名称
ード配布

子育て支

庭優待カード事業の実施
立・開催
募集　5,571件

公募
　配布枚数275,000
援キャンペーン事業の実施

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

１－５　家庭や地域の教育力の向上

●「親学ノススメ」の展開
家庭教育セミナーなど
やその楽しさなどについ
スメ」を展開

で、子育ての
て学ぶ「親

責務
学ノス

全市
園、
校、
学校
実施

立幼稚
小・中学
特別支援
ＰＴＡで

全市立幼稚
園、小・中学
校、特別支援
学校ＰＴＡで実
施

全市立幼稚
園、小・中学
校、特別支援
学校PTAで実
施

○
Ａで
参

全市立幼
実施

加者数：４

稚園、小・中学校、特別支援学校Ｐ

５，３６９人

Ｔ
☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

◎親学推進協力企業制度

「親学」の推進に、理解
る企業（団体）を登録制
体）には、保護者である
にふれる機会を提供し
員会は講師の派遣など

・協力をい
度。登録企
従業員が｢

てもらい、教
の支援を行

ただけ
業（団
親学」
育委
う。

登録企業75社 － － ○登録企業数：７０社 ☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

●「家庭の日」普及促
業の実施

進事
毎月第3日曜日の「家庭
進するため、店舗・施設
づくファミリー優待事業

の日」を普
などの協力

などを実施

及促
に基

優待
店舗
600

事業協力
・施設数：

か所

優待事業協力
店舗・施設数：
514か所

優待事業協力
店舗・施設数：
398か所

○優待事業協力店舗・施設数：４８５ヵ所 ☆☆☆

○実施（「家庭の日」普及促進事業について
は、引き続き実施していくが、ファミリー優待事
業については「なごや未来っ子応援制度」に一
本化して廃止。）

教育委員会

●幼児期家庭教育支
業の実施

援事 「幼稚園の子どもたち」
稚園で相談事業などを

の発行や市
実施

立幼 全園
業を

で相談事
実施

全園で相談事
業を実施

全園で相談事
業を実施
相談事業参加
者数６５６人

○
相

全園で相
談事業参

談事業を実施
加者数：５１７人

☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会



○継続して実施　２２７校→２５９校（予定）

教育委員会

99

○子 街角 タ 数16,689人

の開催 親 交流する機会 開催 2 900人 ７人 2 414人
， 人

も連携 地域ジュ ーツクラブに加盟
教育委員会

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

◎青少年交流プラザ
ける事業推進

にお
青少年交流プラザにお
会参画活動の促進、青
間交流による各種体験
や自立の支援などの事

いて青少年
年と少年の
活動の機会
業を推進

の社
世代
充実

開館（実施） 建設着工
青少年交流プ
ラザの建設・完
成

○
（青
世
自
来

開館（１９
少年の社

代間交流
立の支援
館者数：７

年７月）
会参画活動の促進、青年と少年の

による各種体験活動の機会充実や
などの事業を推進）
８，９４９人

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

○トワイライトスクール
充・発展

放課後などに小学校施
や学び、体験、地域の
流を推進の拡

設を活用し
人々との世

、遊び
代間交

・放
全小
施

課後学級：
学校で実

・放課後学級：
157校で実施

・放課後学級
191校で実施

○
　参

放課後学
加申込

時間延長

級を２２７校で実施
率５４．９%

☆☆☆

留守家庭児童にも配慮
れたモデル事業を実施

した機能を取り入 ・モ
の実

デル事業
施

・事業の検討
・モデル事業の
実施

○ モデル事業を１６校で実施 ○継続して実施

○地域ジュニアスポー
ラブ育成事業の実施

ツク
地域で子どもがスポー
を整備するため、地域ジ
ラブを育成

ツに親しめる
ュニアスポ

環境
ーツク 全区で実施 14区で実施

全区で実施
１１３学区

○
の区
平

新たに１２
に設置

成２０年３

学区で設立ができ、市内１６区全て
できた。
月末２６３学区中１２６学区で設立

☆☆☆ ○継続して実施（１６学区増を目標） 教育委員会

○土曜日や長期休業
おける体験活動など
進

中に
の推

土曜日や夏休みなどに
が連携、協力して子ども
の推進をはかるため、
施

学校、家庭
の体験活

さまざまな事

、地域
動など
業を実

拡大実施 拡充実施 拡充実施

○
施
生
実

土曜日の
するほか
涯学習セ
施

子ども対象の体験活動推進事業を
、トワイライトスクールで学習タイムや
ンターで夏休み子ども英会話教室

実

を
☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

○地域での世話やき
の推進

活動
地域全体で子どもを守
もに積極的に声かけな
進

り育てるため
どを行う活動

、子ど
を推 全学区で実施

○
○

121学区で実施 195学区で実施

○
推
○
レッ
○
働

世話やき
子ども街角ども
市民ぐるみ
進を図るた
「子ども街
トを作成

区の安心
して学区

活動実施学区数243学区
サポーター数16,689人サポ
で子どもたちを温かく見守る運動
め、パンフレットなどを作成

角サポーターの声」をまとめたリー

・安全で快適なまちづくり協議会と
で世話やき活動普及啓発を実施

の

フ

協

☆☆☆
○世話やき活動実施学区数を継続して実施
（２４３学区→２５５学区）
○子ども街角サポーター数の拡大を図る

子ども青少年局

●青少年健全育成事
実施

業の 青少年の健全育成の展
る啓発事業などを実施

開の推進をはか
実施 実施 実施

○
各
ペ
○
付
○
対
○
市
民
○

青少年を
区で夏と冬
ーンを実
名古屋市
し、市民ぐ
薬物乱用
策事業を
青少年の
民の理解
大会を県
青少年と

まもる運動啓発物品を区へ配布し、
の強調期間に合わせて運動キャ

施
青少年育成市民会議に補助金を交
るみの青少年健全育成活動を支援
防止キャンペーンなど有害環境浄
実施
健全育成の意義と重要性について
と関心を高めるために青少年育成
と共催
社会環境に関する懇談会を開催

ン

化

市

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

●子どもはつらつ基
の実施

金事業
学校・家庭・地域が連携
どもを育てる特色ある事
基金の運用益により助

して健やか
業に対し、

成

な子
教育 20事業に助成 31事業に助成 34事業に助成 ○３６事業に助成 ☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

●「わくわくキッズナビ
提供

」の
子どもの体験活動を促
ントや施設などの情報を
情報誌により提供

進するため
ホームペー

、イベ
ジや

ホー
アク
1日

ムページ
セス件数：
275件

ホームページア
クセス件数：1日
153件

ホームページ
アクセス件数：1
日184件

○
月
○
提

子どもの体
に新学期
年間1,10
供　アクセ

験活動情報誌として7月に夏号、
号(各170,000部)を発行
0件の新規情報をホームページ上で
ス件数：1日177件

4

☆☆☆
○継続して実施
（ホームページアクセス件数：1日220件を目標)

子ども青少年局

●子どもスポーツフェ
の開催

スタ 地域や学校から参加で
ツに親しみ交流する機会ツに しみ

き、気軽に
として開催として

スポー 参加
2 900,

者数：
人

参加者数：2,1５
７人

参加者数：
2 414人

○
,

参加者数参加者数：２，８３９人 ☆☆☆

○継続して実施
○一人でも多くの参加者を募るため、区役所と
も連携して地域ジュニアスポーツクラブに加盟

教育委員会
して ニアスポ

の人たちに働きをかける。



○登下校時における小学生の交通安全指導
を引き続き全学区で実施し、子どもを交通事故
から守る。また、自転車同乗中の幼児向け自

1010

ペ 実施

１－６　子どもを犯罪などの被害から守るための安心・安全なまちづくりの推進

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

●地域パトロール活
の実施

動など
市民参画による安心・安
づくりを推進する中で、
つとして支援

全で快適
地域の取組

なまち
のひと

参加
万人
(22
活動
加者
民の
るこ
す)

者数：40

年度目標、
の延べ参
数が全市
20%にな

とをめざ

参加者数
290,468人

参加者数
309,788人

○ 
続
課
参

｢安心・安
して交付
題を解決
加者数３５

全・快適まちづくり活動補助金｣を
し、生活安全まちづくり運動など地
するための活動を支援した。
万人

継
域

☆☆☆

○｢安心・安全・快適まちづくり活動補助金｣を
継続して交付
○地域安全指導員が青色回転灯パトロール車
で防犯パトロールを実施

市民経済局

●交通安全に関する
啓発活動

広報・
子どもを交通事故から守
全教育・啓発の推進
登下校時における小学
導及び交通安全教室の

るための交

・登
おけ
の交
導：
実施

通安

下校時に
る小学生
通安全指

全学区で
実施 実施

○
育
○
学
○
（幼
生
（自

子どもを交
・啓発の推
登下校時
区で実施
交通安全
児１３０回

６回）
転車ヘル

通事故から守るための交通安全教
進

における小学校の交通安全指導(
）
教室の実施
、小学生５０９回、中学生６回、高校

メットの使用促進　４０回）

 全

☆☆☆
生の交通安
実施

・交
育活
安全
催・
の実
拡大

全指 通安全教
動(交通
教室の開

交通訓練
施など)：
実施

実施 実施

市民経済局転車用ヘルメット及び自転車乗車中の児童向
け自転車用ヘルメットの使用促進に努める。
○ポスター展から生まれたキャラクターを使っ
た交通安全啓発舞台の実施。

●青少年健全育成事
実施(再掲)

業の 青少年の健全育成の展
る啓発事業などを実施

開の推進をはか
実施

○
各
ペーンを

実施 実施

○
付
○
対
○
市
民
○

青少年を
区で夏と冬

実施ーンを
名古屋市
し、市民ぐ
薬物乱用
策事業を
青少年の
民の理解
大会を県
青少年と

まもる運動啓発物品を区へ配布し、
の強調期間に合わせて運動キャ

青少年育成市民会議に補助金を交
るみの青少年健全育成活動を支援
防止キャンペーンなど有害環境浄
実施
健全育成の意義と重要性について
と関心を高めるために青少年育成
と共催
社会環境に関する懇談会を開催

ン

化

市

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

○地域での世話やき
の推進(再掲)

活動
地域全体で子どもを守
もに積極的に声かけな
進

り育てるため
どを行う活動

、子ど
を推 全学区で実施 121学区で実施 195学区で実施

○
○
○
推
○
レッ
○
働

世話やき
子ども街角
市民ぐるみ
進を図るた
「子ども街
トを作成

区の安心
して学区

活動実施学区数243学区
サポーター数16,689人
で子どもたちを温かく見守る運動
め、パンフレットなどを作成

角サポーターの声」をまとめたリー

・安全で快適なまちづくり協議会と
で世話やき活動普及啓発を実施

の

フ

協

☆☆☆
○世話やき活動実施学区数を継続して実施
（２４３学区→２５５学区）
○子ども街角サポーター数の拡大を図る

子ども青少年局



1111

○オ ンキ ペ 実施

○継続して実施
施設内グループケア（７か所→８か所) 子ども青少年局

1－7　特に支援を必要とする子どもと家庭への支援

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

○児童相談所などの
強化

機能
児童虐待の防止に向け
推進するため、相談体
機関との連携を強化す
などの機能を強化

、的確な対
制を充実し
るなど児童

応を
、関係
相談所

実施
・児
の体
・関
体と
ネッ
強化

童相談所
制の強化

係機関・団
の連携
トワークの

実施
・児童相談所の
体制の強化
・関係機関・団
体との連携ネッ
トワークの強化

実施
・児童相談所の
体制の強化
･関係機関･団
体との連携ネッ
トワークの強化

○第２児童相談所（仮称）の実施設計
☆☆☆

○第２児童相談所（仮称）の整備
○児童相談所の体制強化（児童福祉司２、児
童心理司１）

子ども青少年局

○地域における虐待
の支援体制づくり

防止
地域の力を生かした児
ワークづくりを促進する
での対応を充実・強化

童虐待防止
とともに、区

ネット
レベル

・区
対応
制の
・地
ワー
促進

における
・支援体
強化

域のネット
クづくりの

・区における対
応・支援体制の
強化
・地域のネット
ワークづくりの
促進

・区における対
応・支援体制の
強化
・地域のネット
ワークづくりの
促進

○
　代
　実
　サ

○
開
15

こどもサポ
表者会
務者会
ポートチ

養育支援
始）
世帯　２１

ート区連絡会議の開催
議　21回
議　206回
ーム会議 113回

ヘルパー事業の実施（11月1日から

２件

☆☆☆

○地域のネットワークづくりの促進
　各区における代表者会議、サポートチーム会
議、実務者会議を定期的に開催し、関係機関
との連携を図る。
○養育支援ヘルパー事業を継続して実施

子ども青少年局

○教員研修の充実と
相談所などとの密接

児童
な連携

学校の教員に対して児
研修を充実するとともに
どとの連携を強化

童虐待に関
、児童相談

する
所な 実施 実施 実施

○
や
また
もの

虐待への
職務に応

、学校支
について

対応や防止策について、経験年数
じた研修を中心に実施。
援の取り組みの中で、緊急性のあ
児童相談所との連携を推進

る
☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

○児童虐待防止の啓
業

発事
児童虐待の早期発見・
ため、講演会の開催や
などさまざまな手法によ

早期対応を
相談窓口の
り市民啓発

はかる
広報
を充実

実施
・市
ペー

民キャン
ンの実施

○

実施 実施

　・
　　
　・
　　
　　
日

○
　ポ
機

オレンジレンジリボ
プレイベ
（ファミリー
街頭キャ
（もちのき
（瑞穂陸

）

乳幼児ゆ
スター・

関に配布

リボンキャンペーンの実施ャン ーンの
ント

デーなごや：10月20日）
ンペーン
広場：11月11日）

上競技場＝Jリーグ試合にて：11月

さぶられ症候群防止啓発
チラシを作成し、市医師会及び関係

24 ☆☆☆
○オレンジリボンキャンペーンなど、11月の虐
待防止月間の取り組みにより市民啓発をすす
めるほか、広報なごや等で相談窓口を広報

子ども青少年局

○児童養護施設など
児童のケアの充実

入所

虐待やいじめの被害を
立を支援するため、児童
おいてカウンセリングな
実施し、ケアスタッフの
か、よりきめ細かいケア
よう小グループでの処遇
とともに、老朽化した児
順次整備

受けた子ど
養護施設

どの心理療
充実をはか
を行うことが

体制を実
童養護施設

もの自
などに
法を
るほ
できる

施する
などを

実施
・心
児童
及び
所1
・民
護施
体制
・施
ルー
か所
・養
ルー
ム：

理療法：全
養護施設
一時保護

5か所
間児童養
設の夜勤
の実施

設内グ
プケア：4

護児童グ
プホー

3か所

○
　（
保
○
○
○

実施
・心理療法：全
児童養護施設
及び一時保護
所：13か所
・民間児童養護
施設の夜勤体
制の実施
・施設内グルー
プケア：3か所
・養護児童グ
ループホーム：
2か所

実施
・心理療法：全
児童養護施設
及び一時保護
所：13か所
・民間児童養
護施設の夜勤
体制の実施
・施設内グルー
プケア：5か所
・養護児童グ
ループホーム：
4か所
改築
･児童養護施
設：1か所

心理療法
児童養護
護所1）
民間児童
施設内グ
養護児童

：15か所
施設13、児童自立支援施設1、一

養護施設の夜勤体制の実施
ループケア：７か所(２か所増)
グループホーム：５か所(１か所増)

時
☆☆☆
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○ 事業

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

○地域療育センター
設

の増
障害の早期発見とその
め、身近な地域で相談
総合的な療育を実施す
ターの整備を促進

軽減をはか
・医療・訓練
る地域療育

るた
など
セン

地域
ター
か所
(地
ンタ
を備
後の
セン
む)

療育セン
を市内5
に設置

域療育セ
ーの機能
えた改築
総合通園
ターを含

地域療育セン
ターを市内3か
所で設置

地域療育セン
ターを市内3か
所で運営

○
の移

○

児童福祉
転実施

地域療育

センター（障害児総合通園センター
設計

センターの用地検討

）

☆☆

○児童福祉センター（障害児総合通園セン
ター）の移転改築

○地域療育センターの用地選定１か所

子ども青少年局

○在宅サービスの充実
障害者の自立した地域
在宅サービスを拡充

生活を支援する

利用
ズに
サー
確保

者のニー
見合った
ビス量を

利用者のニー
ズに見合った
サービス量を確
保

利用者のニー
ズに見合った
サービス量を
確保

○
  　

児童デイ
利用量　

サービスの実施
　83,813日

☆☆☆ ○継続して実施
健康福祉局
子ども青少年局

◎中学・高校生の障
放課後支援事業

害児
保護者が働いているな
課後の支援が必要な障
及び高校生を対象に、
どの余暇支援を行う事

どの理由に
害のある中

レクリエーシ
業

より放
学生
ョンな

実施 実施 実施

○
後
　日
営
（レ
つ

障害児（者
支援事業

々定員
方法を見
スパイト）

いて見直

）いこいの家計4か所で中高生放
を実施した。

10人の有効利用が図られるように運
直した他、利用要件に介護者の休
を追加するなど、事業内容の一部
しを実施。

課

息
に

☆☆☆
○障害児デイケア事業に移行して実施（４か所
→８か所）

子ども青少年局

◎発達障害児(者)相
援事業

談支
自閉症などの発達障害
(者)に対する支援体制
設置

を有する障
整備とセン

害児
ターの

「発
支援
を設

達障害者
センター」
置

○

検討
「発達障害支
援センター」を
開設

　相
　就
　普
　関

○

発達障害発達障害者支援
談支援
労支援件
及啓発
係機関

発達障害

者支援センターの事業センタ の
件数　　１，４７０件

数　　　　７８５件
及び研修　　７５回
等との連携　２８回

者支援体制整備検討会（３回実施）

☆☆☆

○発達障害者支援センターの運営

○発達障害者支援体制整備検討会の実施

○発達障害児支援モデル研究事業の実施

子ども青少年局

○ひとり親家庭の自立
支援

への
「ひとり親家庭等自立支
き、就業支援事業など
の自立支援施策を推進

援計画」に
ひとり親家庭

基づ
など

総合
支援
施
・自
ンタ
本格
・自
付金
始

的な自立
施策を実

立支援セ
ー事業の
実施

立支援給
事業の開

総合的な自立
支援施策を実
施
・自立支援セン
ター事業の本
格実施
・自立支援給付
金事業の開始

総合的な自立
支援施策を実
施
・自立支援セン
ター事業の実
施
・自立支援給
付金事業の実
施

○
・就
・就
・求
・職
○
・自
・高
・常

母子家庭
業支援講
業相談実
職登録人
業紹介に

自立支援
立支援教
等技能訓
用雇用転

等自立支援センター事業
習会実施回数127　回
績のべ701件
数603人
よる就職人数８7人

給付金事業
育訓練給付金　68件
練促進費　のべ154月
換奨励金　0件

☆☆☆
○継続して実施

○養育費相談事業を新たに実施
子ども青少年局
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, 人

(２)次代の親となる子どもの健やかな育ちと若者の自立への支援

２－１　子どもと親の健康支援

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

○乳幼児健康診査

疾病、異常の早期発見
増進をはかるため、総合
実施、及びその受診率
を徹底

及び健康の
的な健康

向上のため

保持
診査を
、周知

3か月児：100% 3か月児：99.4%
3か月児：
99.4％

○
歳
また
施
（受
　３
　１
　３

保健所に
児健康診

、各健康
し受診率
診率）
か月児　
歳６か月
歳児　94

おいて３か月児、１歳６か月児及び
査を実施した。
診査の未受診者への受診勧奨を

の向上に努めた。

99.3％
児　96.6％
.4％

３

実

☆☆☆
○継続して実施

○受診率向上のための周知徹底を図る
子ども青少年局

○家庭訪問

育児不安の軽減と子育
はかるため、子どもの発
養育支援を必要とする
し、保健師、助産師によ
施

て支援の推
育、発達指

家庭に対象
る家庭訪問

進を
導や
を拡大
を実

全区で実施 全区で実施 全区で実施

○
の家
育
援
　家

妊産婦及
庭を訪

支援を実
の推進に

庭訪問

び乳幼児等に対して、保健師等が
問し、子どもの発育・発達指導及び
施し、育児不安の軽減及び子育て
努めた。
件数：4１,５４４件

そ
養
支 ☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

○食育の推進

正しい食生活の普及に
教室、子育て教室など
からの正しい食事の採
食習慣の定着に関する
を充実

努めるため
を通じ、乳幼
り方や、望ま
講話や相談

、両親
児期
しい
内容

全区で実施 全区で実施 全区で実施

○
演
中
施

両親教室
、試食など
の食事、離
。

幼児を対
を対象に

栄養教諭
４校及び
名古屋市

検討
学校にお
備
栄養教諭試行配置

、子育て教室において講話、調理
を通じ助言指導を実施。また、妊
乳食の進め方等について相談を

実
娠
実

○継続して実施
○母子手帳交付時にリーフレットを配布し、栄
養知識の普及啓発を実施。

子ども青少年局

乳幼児が食に対する興
に、保育所における食
情報提供を実施

味を持てる
体験や、家

よう
庭への 実施 実施 実施

○
者

象にした分りやすい栄養指導や保
した離乳食講座等を実施

護
○継続して実施 子ども青少年局

☆☆☆

学校において朝食の摂
生活を指導する学習教
校栄養職員の指導など

取など望ま
材の活用や
を実施

しい食
、学

栄養
校栄
よる
中学

教諭・学
養職員に

指導：全小
校

栄養教諭・学校
栄養職員による
指導：小学校15
６校

栄養教諭・学
校栄養職員に
よる指導：155
校で実施

○
１６
○
での
○
準
○

や学校栄養職員による指導を小学
中学校６校で実施
食育推進計画策定幹事会・作業班

ける食に関する指導の手引きの作

１名

校

成

○栄養教諭や学校栄養職員による指導を小学
校及び中学校で実施
○学校における食に関する指導の手引きの作
成
○栄養教諭の配置　２名

教育委員会

○思春期の精神保健相談
精神保健福祉センター
にある若者の相談事業

において、
などを実施

思春期 セン
相談

ターでの
等を充実

センターでの相
談等を充実

センターでの
相談に加え、
メール相談を
実施

○
替
　実
○
行
　「
　「
○
屋
発
　○

思春期の
えたひきこ

施回数
思春期の

守ろう大切
強迫性障
ひきこもり
ひきこもり
行部数1,

ひきこも

精神保健相談のうち、月1回を組み
もり相談を19年6月より実施

10回　相談件数19件
こころの健康に関するリーフレット発

ないのち」3,000部
害の理解のために」2,000部
に関する調査のまとめとして、「名古
支援ガイドマップ2007」を作成、発
500部
り講演会を開催　参加者136名

行

☆☆☆

○ひきこもり相談を継続して実施。
○思春期のこころの健康に関するリーレットの
発行やひきこもりに関する正しい知識等の普及
を図るため、ひきこもり講演会を開催するなど
の普及啓発事業を実施

健康福祉局

●思春期セミナー
保健所が思春期の子ど
面の健康づくりを支援す
相談を実施

もたちの心
るため、講

身両
話や 全区で実施

全区で実施 全区で実施

○
によ
的
が自
身
　開
　受受講者数

「健全母性
り思春期

な知識を
分の健

に付けるこ
催回数
講者数

育成事業」と統合し、学校との連携
の子どもに対して、性に関する総

普及するセミナーを開催。子どもた
康は自分で守るという意識や行動を
とができるよう努めた。

１５５回
１６,０４５人１６ ０４５

合
ち

☆☆☆

○学校等との協働により、思春期の子どもたち
の心身両面の健康づくりを推進するため、医
師、保健師及び助産師等の専門家による、講
話及び相談の充実に努める。

子ども青少年局
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夜間の子どもの急な や 場
相談実績3 682件

●小学校高学年 教科

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

●健全母性育成事業
保健所が健康的で豊か
をはかるため、健全な母
成に関する講話や相談

な人間性の
性及び父
を実施

育成
性の育 全区で実施 全区で実施 全区で実施 （思春期セミナーと統合） － （思春期セミナーと統合）） 子ども青少年局

◎成育医療の取組

西部医療センター中央
て周産期医療、小児医
娠・胎児から始まり、出
児、思春期を経て次の
までの過程全般を連続
うとする医療の実施

病院(仮称
療を充実し
生、新生児
世代を生み
的、包括的

)におい
、妊
、小
育てる
にみよ

実施
(西
ンタ
院(
２３年
予定

準備
部医療セ
ー中央病

仮称)平成
度開院
)

実施準備 実施設計
○
（西
契

西部医療
部医療セ

約）

センター成育医療検討会での検討
ンター中央病院（仮称）：建設工事 ☆☆☆

○西部医療センター成育医療検討会での検
討
（西部医療センター中央病院（仮称）：建設工
事着手）

病院局

○小児科救急医療体
拡充

制の
市域における医療ニー
サービスの向上をはか
性の高い小児科救急医
実施

ズに応え、
るため、特に

・城
おい
祝日
急医

患者
必要

北病院に
て土・日・
の二次救
療の実施

・城北病院にお
いて土・日・祝
日の二次救急
医療の実施

・城北病院にお
いて土・日・祝
日の二次救急
医療の実施

○
療

城北病院
の実施（経

名古屋市
児科専門
のみから平

において土・日・祝日の二次救急医
常経費内） ○継続して実施 病院局

療体制の
・市
の休
療所
小児
を配

拡充を
内中心部
日急病診
において
科専門医
置

・市内中心部の
休日急病診療
所において小
児科専門医を
配置

・市内中心部の
休日急病診療
所において小
児科専門医を
配置

○
小
間

医師会休日急病診療所において、
医の配置を現行の休日昼間及び夜

日・土曜日夜間にも拡充した。
○継続して実施 健康福祉局

☆☆☆

◎子どもあんしん電話
事業

夜間の子どもの急な発
相談

発熱
合に、家庭での応急手
療機関への受診の必要
看護師などによる電話

熱や事故な事故などの
当や見守り
性などにつ

相談を実施

どの場
方、医
いて、

実施

○
相談実績

― ― ○
健
配

事業の開
3,

ポスター及
所等の公
布し、制度

始
682件

びリーフレットを制作し、区役所・
的機関や医療機関等の関係機関
周知を行った。

保
に

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

○小児慢性特定疾患
研究事業

治療
小児のがんや慢性腎炎
特定疾患の治療の確立
軽減をはかるため、給付
点化などを実施

などの小児
と医療費の
内容の改

慢性
負担

善・重
実施 実施 実施

○
定
た。

１１疾患群
疾患の治
また、日

（５１４疾病）を対象とし、小児慢性
療の確立と医療費の負担軽減を図
常生活用具の給付を実施した。

特
っ ☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

◎小中学生を対象に
「みんなで覚えよう応
当」

した
急手

夏休み期間中に、小中
普通救命講習を開催

学生を対象にした

講習
４回
受講
０人
（20
×２

回数　各

者数　１６

人×４回
）

―

小学生：講習
回数4回、受講
者数73人　中
学生：講習回
数4回、受講者
数31人

○
コー

　小
　中

小学生（４
ス４回の

学生　　
学生　　

～６年生）のコース４回、中学生
救命講習を開催。

講習回数４回　受講者数７０人
講習回数４回　受講者数３２人

☆☆☆ ○継続して実施 消防局

2－2　子どもの生きる力の育成

○30人学級の拡充
小学校1年生で実施し
展させるとともに、継続
適応をはかるため、30人

た成果を深
して集団生

学級を拡

化・発
活への
充

小学
生で

校1,2年
実施

小学校1年生
（全部）、2年生
（一部）で実施

小学校1年生
（全部）、2年生
（一部）で実施

○小学校1年生、2年生につき全校で実施
☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

●少人数指導の推進
一つの学級を少人数集
するなど、一人一人にき
実施

団に分け
め細かな指

て指導
導を

全小
実施

中学校で 全小中学校で
実施

全小中学校で
実施
小学校14,889
時間、中学校
7,138時間

○
　実
　小
　中

全小中学
施時間
学校１５
学校７，

校で実施。
数
，１２１時間（１校あたり５７．９時間）
８１４時間（１校あたり７１．７時間）

☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

●小学校高学年でのでの
担任制の推進

教科
小学校高学年を中心に
実な定着や発展的な学習実な定着や発展的な学
教科担任制を実施

、基礎・基
を進めるため習を進める

本の確
実施ため、 実施 実施

実施
小学校２０９校 ○実施 小学校２０９校
で実施

○小学校２１３小学校２１ 校で実施３校で実施 ☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会
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○高等学校 校に配置 。

○継続して実施　２２７校→２５９校（予定）

学

教育委員会

●水 学ぶ川づく 実体験を 学ぶ がで 方 実施 実施 実施 実施 ☆☆☆ ○継続 実施 緑政土木局

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

●子ども会活動の促進
異年齢の子ども同士の
での子どもの健全育成
活動の促進

交流や、地
をはかる子

域の中
ども会

・魅
業の
発な
の促
・ジ
ダー

力ある事
企画と活
自主参加
進

ュニアリー
の養成

ジュニアリー
ダーの養成

・魅力ある事業
の企画と活発
な自主参加の
促進
・ジュニアリー
ダーの養成
233学区、
2,739単位子ど
も会に助成

○ 
金
○
催
補

16区・22
を交付
子ども会リ
されたジュ
助金を交

5学区・2690単位子ども会に対し補

ーダー養成を目的とし、他都市で
ニアリーダー講習会への派遣に対

付。

助

開
し

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

◎いきいきなごやっ子
り

づく
子ども自身が主体的に
遊びや職業体験、自然
の場づくり

参画し、運
体験、社会

営する
体験 実施 － ―

○
り方
有
モデ

新たな遊
やその有

識者等に
ル事業

び・体験の場づくりに関する事業の
効性等についての調査・研究

よる研究会8回、ワーキング6回
の実施

あ

☆☆☆ ○いきいきなごやっ子づくり補助事業の実施 子ども青少年局

○ふれあいフレンド事
実施

業の
小学生と放課や授業の
動する大学生などのボ
校に派遣

時間に一緒
ランティアを

に活
小学 80校に派遣 ４８校に派遣 65校に派遣 ○小学校70校に派遣 ☆☆☆ ○継続して実施　（70校→76校） 教育委員会

○スクールカウンセラ
配置

ーの

小中学生のさまざまな心
るとともに、学校におけ
実をはかるため、スクー
中学校に配置するととも
活用

の問題に
る相談体制
ルカウンセ
に、小学校

対応す
の充
ラーを
でも

全中
置

学校に配 全中学校に配
置

全中学校で実
施

○
置
○
０時
相
○

全中学校
した。相談
小学校で

間を配置
談活動に
高等学校

１１０校へスクールカウンセラーを配
件数２０，８２６件

も活用できるように、１小学校あたり
し、小学校の児童・保護者・教員の

あたった。
１２校に配置した。１２ した

３
☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

●ボランティア活動や
体験活動などの推進

職場
ボランティア活動や職場
小中学生の成長に合わ
活動を推進

体験活動
せた多様な

など、
体験

全小
体験
施

中学校で
活動を実

全小中学校で
体験活動を実
施

全小中学校で
体験活動を実
施
職場体験活動
は１０２校で実
施

○
　職

全小中学
場体験

校で体験活動を実施。
活動については１０５校で実施。

☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

●「ハートフレンドなご
などでの相談事業の

や」
実施

いじめ、問題行動などに
「ハートフレンドなごや」
談センター「なごやフレ
いて、教育相談などを実

対応する
や子ども適
ンドリーナウ
施

ため、
応相
」にお

実施 実施
実施
相談回数
17,342回

○実施　相談回数：１６，３４４回 ☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

○トワイライトスクール
充・発展（再掲）

放課後などに小学校施
や学び、体験、地域の
流を推進の拡

設を活用し
人々との世

、遊び
代間交

・放
全小
施

課後学級：
学校で実

・放課後学級：
157校で実施

・放課後学級
191校で実施

○
　参

放課後学
加申込

時間延長

級を２２７校で実施
率５４．９%

☆☆☆

留守家庭児童にも配慮
れたモデル事業を実施

した機能を取り入 ・モ
の実

デル事業
施

・事業の検討
・モデル事業の
実施

○ モデル事業を１６校で実施 ○継続して実施

●エコパルなごやに
境学習の推進

よる環
自然とのふれあいなど
動を通して環境を大切
境学習をエコパルなご
施

の体験的な
にする心を
やなどにお

学習活
育む環
いて実

実施 実施 実施

○
や
える
境
験

里山や川
ネイチャ

ワークシ
問題から
型学習な

、海などのフィールドでの自然観察
ークラフト教室、環境問題について

ョップやエコクッキングなど、地球環
身近な環境まで、形態も座学から体
ど様々な講座を開催　回数４８回

考
☆☆☆

○「なごや環境大学」の共育講座として小・中
学生などを対象として、自然との触れ合いや地
球温暖化などについて学ぶ講座を実施

環境局

●エコスクールの推進
環境に配慮した学校づ
に、環境学習ウィークな
動を通して環境学習を

くりを進める
どのさまざ

推進

ととも
まな活 実施 実施 実施 ○スクールＩＳＯを市内全校で継続 ☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

●水辺で学ぶ川づくり辺で
川の自然環境や川と生
いて 実体験を通じてり いて、 通じて
策を具体化

活との関わ
ぶことができること

りにつ
方 実施きる 実施 実施 ○○リバ スリバースク ルの実施 ２０回クールの 　２０回 ☆☆☆ ○継続して実施 緑政土木局して
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○元気 子
づ 推進や学校栄養職員 食生

校(累計)で体
（累計）で体力 （累計）で体力

２日、中学校１日。
☆☆☆ （特色ある体力づ を 校 校） 教育委員会

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

◎名古屋少年少女発
ラブの運営

明ク
小中学生を対象に、科
りに関心を持つ人材を
古屋市科学館を事業拠
くり教室などを実施

学技術やも
育成するた
点として、

のづく
め、名
ものづ

名古
女発
の運

屋少年少
明クラブ
営

―
名古屋少年少
女発明クラブの
設立

○
・発
　式
　参
・も
　市
・も
　科
　延
・も
　科
　延
・競
　日

事業内容
足式の開
典、各種
加者25

のづくり教
内４会場

のづくりチ
学館や市
べ8997

のづくり教
学館にて
べ7261
技会（ロ
本大会

催
ものづくり教室開催

0人
室（会員制）事業
にて延べ40回開催、会員112人
ャレンジ教室事業
内小中学校等で教室開催

人参加
室（ロボット体験)事業
、組立教室や体験教室を開催

人参加
ボカップジュニア）参加事業
出場権を懸けた地区大会の開催

☆☆☆ ○継続して実施
市民経済局
教育委員会

○部活動の推進

教員指導者がいなくて
けで部活動を指導でき
遣事業」や、教員指導者
活動外部指導者派遣事
り、部活動を推進

も派遣した顧
る「部活動顧

を補助す
業」の実施

問だ
問派

る「部
によ

中学
部活
遣事

校48校で
動顧問派
業を実施

中学校32校で
部活動顧問派
遣事業を実施

中学校48校で
部活動顧問派
遣事業を実施

○中学校４８校で部活動顧問派遣事業を実施 ☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

○元気いっぱいなごいっぱいなご
の育成

やっ子
小中学生の体力の向上
づくりの推進や学校栄養職員

やっ
くりの

活指導を実施

をめざして
によによ

、体力
る食生

小中
校(

る
力ア
進

学校７0
累計)で体
ップを推

小中学校27校
（累計）で体力

小中学校41校
（累計）で体力

○
説
２

アップを推進 アップを推進
○
の合

体力・運動
明会を体

、中学校
体力アップ

計１４校

プロフィールソフトの活用のための
育実技講習会時に実施した。小学
１日。
推進校を小学校１１校、中学校３

で新たに委嘱　合計５５校

校

☆☆☆
○実施
（特色ある体力づくりを延５５校 延６７校） 教育委員会

校
くり 延５５ →延６７

○地域ジュニアスポー
ラブ育成事業の実施

ツク
(再掲)

地域で子どもがスポー
を整備するため、地域ジ
ラブを育成

ツに親しめる
ュニアスポ

環境
ーツク 全区で実施 14区で実施

全区で実施
１１３学区

○
の区
平

新たに１２
に設置

成２０年３

学区で設立ができ、市内１６区全て
できた。
月末２６３学区中１２６学区で設立

☆☆☆ ○継続して実施（１６学区増を目標） 教育委員会

○特別な教育的ニー
応じた教育の推進

ズに
障害のある小中学生一
ニーズに応じた適切な
方を検討

人一人の教
教育的支援

育的
のあり

決定
づき

方針に基
実施

検討 検討
平
方
実

成18年度
向性等に
施した。

に作成した今後の特別支援教育の
関するまとめに基づき、各種事業を ☆☆☆ 実施 教育委員会

●学校生活介助アシ
トの派遣

スタン
障害のある子どもに付
者の負担軽減をはかる
シスタントを派遣

き添っている
ため、生活

保護
介助ア 実施 実施

実施
９０校、１１８
名、33,873時
間

○
派
(総

実施
遣実績　
派遣時間

８５校、１０９名
数３３，９３５時間)

☆☆☆
○継続して実施（年間３４，０００時間の範囲内
で派遣）

教育委員会

２－３　若者の社会的自立への支援

◎若年者就労支援事業
NPOと協働し、フリータ
やニートに対し、勤労意
をはかるための事業を

ー（モラトリア
欲の醸成

実施

ム型）
・確立 実施 実施 実施

○
･セ
・カ
・電
・職

主な事業
ミナー　９
ウンセリン
話相談（
業観の醸

内容
回（４２６名）
グ（延551名）・就労支援（延719名

火木曜10時～16時。369件）
成事業（20回。4,157名）

）
☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局
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をーツ事業を展開し 市民 ー 振興を行

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

●キャリア教育の推進

高校生の学習に対する
化し、望ましい勤労観・
ため、職場体験学習を
教育を推進

目的意識を
職業観を育
行うなど、キ

明確
成する
ャリア

実施 実施
実施
５５９事業所、
1,153人

○
の企
プを

職業に関
業・公所
体験した

する学科を有する6校において、６
で１，２８７人の生徒がインターンシ
。

３４
ッ ☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

◎青少年交流プラザ
ける事業推進（再掲）

にお
青少年交流プラザにお
会参画活動の促進、青
間交流による各種体験
や自立の支援などの事

いて青少年
年と少年の
活動の機会
業を推進

の社
世代
充実

開館（実施） 建設着工
青少年交流プ
ラザの建設・完
成

○
（青
世
自
来

開館（１９
少年の社

代間交流
立の支援
館者数：７

年７月）
会参画活動の促進、青年と少年の

による各種体験活動の機会充実や
などの事業を推進）
８，９４９人

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

２－４　家庭観の育成

◎市立大学「子ども
地域を考える講座」の

・家庭・
開設

若者の家庭観育成、及
り方を考えるための中・
向けの公開講座の実施

び家庭と地
高・大学生

域のあ
と成人 年数回の実施 実施 実施

○
や
ど、
で家
○
目
○

7月の「名
10月の高
高校生を
庭観育

学生及び
指した講
市立高校

古屋市立大学オープンキャンパス
校生フェスティバルのプレイベント
中心とした参加者が見込まれる催

成講座を実施。
保護者などを対象に家庭観の育成

座を実施。
への出前講座の実施

」
な
し

を
☆☆☆ ○継続して実施

子ども青少年局
総務局

◎大学提携ボランテ
派遣

ィアの 次世代育成ボランティア
参加の促進

活動への学生の 毎年
参加

一定数の

○
内
遣

検討 実施

遣
○
もと
行
○
を高

名古屋市
５児童館に
したした。
名古屋市
遊ぶ･子

った。
東海学園

岳児童

立大学、東海学園大学の学生を市
「子どもと遊ぶボランティア」として

立大学生及び一般青年対象の｢子
どもに学ぶボランティア体験事業｣

大学と連携を図り、学生ボランティ
館に派遣した。

派
○名古屋市立大学を始めとする高等教育機関
及び青少年交流プラザ、市内児童館等と連携
を図り 学生のボランテ ア体験を推進 支援

ど
を

ア

☆☆☆

を図り、学生のボランティア体験を推進･支援
する。
○名古屋市立大学のテーマ科目「キャリアデ
ザイン」の中で、ボランティア体験を必修とし、
多くの学生に対して社会に貢献する態度を醸
成する。

子ども青少年局
総務局

●「親学ノススメ」の展
掲)

開(再
家庭教育セミナーなど
やその楽しさなどについ
スメ」を展開

で、子育ての
て学ぶ「親

責務
学ノス

全市
園、
校、
学校
実施

立幼稚
小・中学
特別支援
ＰＴＡで

全市立幼稚
園、小・中学
校、特別支援
学校ＰＴＡで実
施

全市立幼稚
園、小・中学
校、特別支援
学校PTAで実
施

○
Ａで
参

全市立幼
実施

加者数：４

稚園、小・中学校、特別支援学校Ｐ

５，３６９人

Ｔ
☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

◎親学推進協力企業
（再掲）

制度

「親学」の推進に、理解
る企業（団体）を登録制
体）には、保護者である
にふれる機会を提供し
員会は講師の派遣など

・協力をい
度。登録企
従業員が｢

てもらい、教
の支援を行

ただけ
業（団
親学」
育委
う。

登録企業75社 － － ○登録企業数：７０社 ☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

●「家庭の日」普及促
業の実施(再掲)

進事
毎月第3日曜日の「家庭
進するため、店舗・施設
づくファミリー優待事業

の日」を普
などの協力

などを実施

及促
に基

優待
店舗
600

事業協力
・施設数：

か所

優待事業協力
店舗・施設数：
514か所

優待事業協力
店舗・施設数：
398か所

○優待事業協力店舗・施設数：４８５ヵ所 ☆☆☆

○実施（「家庭の日」普及促進事業について
は、引き続き実施していくが、ファミリー優待事
業については「なごや未来っ子応援制度」に一
本化して廃止。）

教育委員会

●ファミリースポーツの振興
家族がそろって楽しめ
ツを振興

るファミリースポー
実施 実施 実施

○
･･･
市
介
で実
○
･･･
スポスポ
うこ
た。

なごやか
市民に親

内の代表
すると共に

施した。
なごやマ
「体育の
ーツ事業

とで、家

ウォーク
しまれているウォーキングを推奨し

的なウォーキングコースを市民に紹
「なごやかウォークイベント」を１６区

イ・スポーツフェスティバル
日」を中心に誰もが気軽に体験でき

を展開し 市民スポーツの振興、 スポ ツの
族での参加や交流の場の提供を行

、

る
行

☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

っ



年

1818

本市 取引 に対 、
ート結 ○平成19年１月～５月 市の入札

紹介や、 ライ ラ 実現に向

(３)仕事と家庭の両立支援と男性を含む働き方の見直しの推進

３－１　子育てと仕事が両立できる働き方への支援

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

○多様な働き方を支
ためのホームページ
実

援する
の充

市ホームページ「仕事」
仕事と家庭の両立支援
紹介など情報提供を充

の中で、勤
に向けた施
実

労者の
策の 実施 実施 実施

○
と家
報
容

市ホーム
庭の両立

提供に努
の充実に

ページ「仕事」の中で、勤労者の仕
支援に向けた施策の紹介などの

めるとともに、更新頻度を増やし、内
努めた。

事
情

☆☆☆ ○継続して実施
市民経済局
子ども青少年局

◎子育てと仕事の両
可能にする職場環境
への支援

立を
づくり

育休取得推進など両立
ンポジウムなどの開催
また、両立支援に関す
師派遣事業の実施

支援に関す

る企業など

るシ

への講

・両
関す
ジウ
催
・講
業の

立支援に
るシンポ
ムなど開

師派遣事
実施

・両立支援に関
するシンポジウ
ムなど開催
・講師派遣事業
の実施

・両立支援に関
するシンポジウ
ムなど開催
・講師派遣事
業の実施

○
直
(財
育
援
ワー
行
○
実

仕事と家
しとワーク
)２１世紀

児・介護休
レベルア

ク/ライフ
った。参加
出張講座
施回数１回

庭を考える月間セミナー「働き方の
・ライフ・バランスの推進セミナー」を
職業財団愛知事務所とともに開催

業法、次世代法のあらまし、両立
ップ助成金の説明、「働き方の変革

・バランス」をテーマとした講演を
者８１人

の実施
　参加者数 33人

見

。
支
と ☆☆☆ ○継続して実施

総務局
市民経済局
子ども青少年局

◎企業への子育てス
支援

ポット
企業に勤務する子育て
象に、保育士などが企
育てに関する講座を実

世代や若者
業に出向い
施

を対
て、子 実施 検討 実施

○
る講

保育士な
座を実施

どが企業に出向いて、子育てに関す
☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

◎男女平等参画の意
発

本市と取引のある事業

識啓

ある事業者
ケートを実施し、事業者
等参画推進状況を把握
の取組を知らせ、男女
理解を深めてもらう機会

者に対し、ア
における男
するととも

平等参画に
の確保

ン
アンケ

女平
に、市
関する

アンケ
果を
事業
発等

ート結
もとにした
者向け啓
の実施

○
ごや
○

―
アンケートの実
施

契
施
・企
・企
・調

名古屋市
）全体会

平成19
約及び落

画委員会
画委員に
査報告書

男女平等参画推進会議（イコール
開催　２回

１月～５月までの市の入札におけるまでの における
札業者(451社)を対象として調査を

の開催　４回
よる企業ヒアリングを実施　５社
の作成

な
○アンケート調査結果などをもとに、先進事例
の紹介や、ワーク・ライフ・バランスの実現に向

実
☆☆☆

けた国・市の新しい取り組みなどを知らせる事
業者向けリーフレットを作成し、関係団体の協
力を得て事業者へ啓発する。名古屋市男女平
等参画推進会議（イコールなごや）に委託して
実施。

総務局

◎なごや 子ども・子育
くわくプラン推進懇談
設置(再掲)

てわ
会の

家庭、地域、企業、行政
世代育成支援の推進を
織を設置

が連携して
はかるため

、次
の組 設置 設置 開催

○
会
○
につ
例

「なごや子
」開催　開
なごや子

いての
について

ども・子育てわくわくプラン推進懇
催回数：３回

ども・子育てわくわくプラン進捗状況
報告をするとともに、なごや子ども条
の意見を聴取した。

談

☆☆☆

○「なごや子ども条例」に基づき「なごや子ど
も・子育て支援協議会」を設置する。（「なごや
子ども・子育てわくわくプラン推進懇談会」と
「青少年問題協議会」は廃止）
○「権利擁護部会」、「ワーク・ライフ・バランス
部会」、「地域の子育て支援部会」の３つの部
会も設置し、なごや子ども条例やなごや子ど
も・子育てわくわくプランの推進上の重要な課
題について検討を行う。

子ども青少年局

３－２　企業と地域との連携による子育て支援（再掲）

◎子育て支援企業認
度（再掲）

定制
子育てにやさしい活動
いる企業を認定し、特に
彰

を積極的に
優れた企

行って
業を表 実施 ― ―

○
○
○
認
数

認定審査
企業募集
表彰式・発
定企業数
に含む。）

会の設置・開催

表イベント
：１０社　表彰企業数：４社（認定企業

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

◎なごや未来っ子応
度（再掲）

援制
協賛店舗にカードを提
て、割引・特典サービス
を創設

示することに
が受けられ

よっ
る制度 実施 ― ―

○
・協
・協
・カ
・カ
○

子育て家
議会の設
賛店舗の
ード名称
ード配布

子育て支

庭優待カード事業の実施
立・開催
募集　5,571件

公募
　配布枚数275,000
援キャンペーン事業の実施

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局



の

1919

催
援に関する情報提供の実施 加者100人 加者50人 加者81 実施

３－３　子育ておける男女平等参画の促進

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

●保健所両親教室
子育て家庭に必要な知
るため、妊娠、出産、育
話や相談を実施

識の普及を
児に関して

はか
の講 全区で実施

全区で実施
受講者：8,385
人

全区で実施
両親（母親）教
室受講者9,376
人
母乳相談受講
者2,101人

○
育
普
及
・両
　開
 ・母
　開

妊娠から
児に対す
及及び体
び育児に
親（母親
催回数
乳相談
催回数

産褥期における母体の健康保持及
る心構えと準備ができるよう、知識
験、相談等を実施し、安心して出産
臨めることを支援するよう努めた。
）教室

：１９７回　受講者数：８,４５７人

：2３９回　受講者数：2,０３６人

び
の

☆☆☆
○継続して実施
○父親の参加を促すために、周知及び内容の
充実に努める。

子ども青少年局

○共働きカップルのた
パパママ教室

めの
共働きの子育て家庭に
及をはかるため、出産、
話や相談を実施

必要な知識
育児に関す

の普
る講 24回実施

18回実施
受講者：852人

18回実施
受講者：９８９人

○
参
の情
両
  開
人

共働き家
加を推進

報提供
立が図れ

催回数：
、女５９５人

庭における夫婦の協働や父親の育
するため、講話及び体験、社会資源
等を実施し、安心して仕事と育児の
ることを支援するよう努めた。
２４回　受講者数：１,１９１人（男：５
）

児

９６

☆☆☆
○継続して実施
○育児体験、先輩パパママ体験談の継続実
施により、内容の充実に努める。

子ども青少年局

○仕事と家庭の両立
のセミナーなどの開催

支援
育休取得者の職場復帰
を支援するセミナーなど
援に関する情報提供

や主婦の
の開催や
実施

再就職
両立支

セミ
施：
加者

ナーの実
年4回、参
100人

セミナーの実
施：年2回、参
加者50人

セミナーの実
施：年2回、参
加者81

○
　　
○
プラプラ
　　

職場復帰
年3回 参

仕事と家
ンニングセミンニングセミ

年2回　

準備セミナーの実施
加者のべ97人

庭の両立をめざす働く女性のための
ナーの実施ナーの

参加者のべ101人

☆☆☆ ○継続して実施 総務局



2020

ら高齢者 交流 提 実施 実施 実施 ○既設市営住宅の集会所 実施 ☆☆☆ ○継続 実施 住宅都市局

○街区公園の設置
　大生南公園（仮称）始め２公園の整備・・・広
場・遊戯施設の整備
　累計７公園(予定）

(４)子どもと子育て家庭にやさしいまちづくり

４－１　子育てに配慮した住宅の充実

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

◎定住促進住宅の子
支援

育て
中堅ファミリー向けに建
進住宅（民間型・公共型
校就学前の子を持つ子
家賃を減額

設された定
）について
育て世帯に

住促
、小学
対し

民間
　 対
１７５
公共
　 対
２５０

型
象戸数
戸
型
象戸数
戸

検討

民間型
・対象戸数
118戸
公共型
・対象戸数
124戸

○
民
公

実施
間型　既
共型　既

存149戸　新規15戸
存 128戸　新規 43戸

☆☆☆
○継続して実施
民間型　既存134戸　新規16戸
公共型　既存166戸　新規84戸

住宅都市局

◎子育て世帯向け住
居募集

宅入
市営住宅の募集におけ
対する優先枠として、子
集の実施

る子育て世
育て世帯向

帯に
け募 実施 ― ―

○
　募

募集の実
集数３４

施
６戸

☆☆☆ ○継続して実施 住宅都市局

●多家族世帯・ひとり
帯向け住宅入居募集

親世
市営住宅の募集につい
福祉向け募集に配慮し
帯、ひとり親世帯向け

て、一般募
ながら、多

募集を実施

集や
家族世 実施 実施 実施

○
　・
　・
　・

募集の実
多家族向
ひとり親世
婚約者世

施
け　　　　　：５０戸
帯向け　 ：８０戸

帯向け　　：　８戸

☆☆☆
○継続して実施
（婚約者世帯向けは19年度第１回募集までで
廃止）

住宅都市局

●中堅ファミリー向け
の提供

住宅 中堅ファミリー世帯向け
宅の供給

の良質な賃貸住

管理
・公
1,7
・民
戸

戸数
共型：
61戸
間型：786

管理戸数
・公共型：1,718
戸
・民間型：786戸

管理戸数
・公共型：1,718
戸
・民間型：786
戸

○
給
　管

中堅ファミ

理戸数

リー世帯向け良質な賃貸住宅の供

　公共型：1,718戸　民間型： 786戸
☆☆☆

○継続して実施
　管理戸数　公共型：1,758戸　民間型：786戸

住宅都市局

●多世代交流のため
流 ペ 提供流スペースの提供

の交
既設市営住宅において
ら高齢者までが交流でまでが できるス
供

、小さな子
きるスペーペース

どもか
スを提 実施を 実施 実施 ○既設市営住宅の集会所などにおいて実施などにおいて ☆☆☆ ○継続して実施 住宅都市局して

４－２　子どもと子育て家庭が安心して外出できるまちづくり

●地域の身近な公園

街区公園の適正配置促
めざし、街区公園を設置

進学区の解消を
・5公園 ・2公園

・2公園（累計4
公園）

○
　小
備

街区公園
幡駅南

　　累計５

防災公園
名公園
野公園

特色ある
園リフレ
レッシュ

の設置
公園の整備・・・広場・遊戯施設の整
公園

☆☆☆
災害時の避難地となる
取得と暫定整備づくり

防災公園の用地
・暫
積：
名・

定整備面
5.7ha(川
米野公園）

・暫定整備面
積：0.57ha(川
名・米野公園）

・暫定整備面
積：0.25ha（累
計3.22ha）（川
名・米野公園）

○
　川
　米

の用地取得と暫定整備
・・・0.13ha　　広場・設計
・・・0.24ha　　広場

○防災公園の用地取得と暫定整備
　川名公園・・・1.80ha　　広場・植栽
　米野公園・・・0.17ha　　広場・設計

緑政土木局

特色ある公園づくりの推進 ・20公園 ・4公園
・4公園（累計8
公園）

○
　公
リフ

公園整備の推進
ッシュ事業・・・六反公園始め4公園の
（累計１２公園）

○特色ある公園整備の推進
　公園リフレッシュ事業・・・春岡公園始め4公園
のリフレッシュ　累計１６公園（予定）

●なごや東山の森づくり

東山公園および平和公
て、名古屋の緑のシン
「なごや東山の森づくり
行政のパートナーシップ

園一帯にお
ボルとなるよ
」を、市民・
により推進

い
うな
企業・

・供
231
・森
組織
援
・活
設置

用面積：
ha
づくり協働
の育成支

動拠点の
検討

・供用面積：
210ha
・森づくり協働
組織の育成支
援
・活動拠点の設
置

・供用面積：
210ha
・森づくり協働
組織の育成支
援
・活動拠点の設
置

○
で、
支
○
ども

東山の森
活動拠点

援などを行
次世代の
東山の森

づくり協働組織の育成支援というこ
施設の運営支援、森づくり活動の
った。

森づくりを担う子どもを対象とした「
づくり隊」の運営支援を行った。

と

子
☆☆☆ ○継続して実施 緑政土木局



○継続して実施

○コミュニティ道路整備：1路線(他事業含む2
路線)

○継続して実施

緑政土木局

2121

及び車い 及び車いす使用者対応 設置・市
○継続して実施
・エレベーター新規１駅、継続８駅で整備
・車いす使用者対応トイレ新規１駅、継続７駅
で整備
・ノンステップバスの導入　140両

交通局

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

●なごや西の森づくり
市民とともに苗木を植え
き継ぐ豊かな森を市民
パートナーシップにより

・最
て2
創出

終目標とし
0haの森の ・植樹の実施 ・植樹の実施

○
ティ
樹

植樹祭を
アの会員

した。

森づくりボ
ごや西の
のはた

ながら森の
こども森

行い、一般参加者や森づくりボラン
等約1000人が約2000本の苗木を植

☆☆☆
、次の世代

・企業・行政
新たに創出

・実

に引
の

施 ・実施 ・実施

○
「な
が森
び
た「

ランティア活動への入門講座である
森づくりスタッフ養成講座」や、こども

らきや森と人との関わりを体験して学
すばらしさを発見することを目的とし

づくり探検隊！」を開催した。

○継続して実施

緑政土木局

●コミュニティ道路の
コミュニティ・ゾーンの
事業

整備・
形成

幹線道路から住居地域
車の通過交通と速度を
び交通事故死傷者の減
もを始め歩行者や自転
して外出できる道路環

へ流入する
抑制、交通
少をめざ

・コ
道路
計3

自動
事故及

し、子ど

ミュニティ
整備：累

49路線

・コミュニティ道
路整備：累計
319路線

・コミュニティ道
路整備：累計
326路線

○
　合
線)

コミュニテ
計３４４路

コミュニテ
区、新規

ィ道路整備：新たに2路線
線　完了１８路線（他事業含む18路

☆☆☆
車利用者が

境を形成

・コ
ゾー
業：
了

安心 ミュニティ・
ン形成事

12地区完

・コミュニティ・
ゾーン形成事
業：8地区完了

・コミュニティ・
ゾーン形成事
業：9地区完了

○
３地

ィ・ゾーン形成事業：4地区整備(継続
１地区)

○コミュニティ・ゾーン形成事業：2地区整備(継
続1地区、新規１地区)

●道路のバリアフリー
進

の推
子どもを始め誰もが安全
すい道をめざし、総合的
備を実施する中で、歩
消、勾配改善などを実

・快適で歩
な道路環

道などの段
施

きや
境の整
差解

実施 実施 実施
○
○

歩道の段
視覚障害

差解消　　２７0か所
者誘導ブロックの設置　　３２８か所

☆☆☆
○継続して実施
・歩道の段差解消・・・２50か所
・視覚障害者誘導ブロックの設置・・・２８０か所

緑政土木局

●公共交通機関にお
バリアフリーの推進

妊産婦 乳幼児連れの妊産婦、乳幼児連れの
の人が安心して利用で
駅においてエレベータ
用者対応トイレの設置、
ンステップバスの導入等
推進

方を始めすべて方を始めす
きるよう、地
ー及び車い
市バスに
バリアフリ

・22
標に
ター

べて
下鉄
す使

おいてノ
ー化の

ター
す使
トイ
置
・ノン
バス
は、
する
をノ

年度を目
エレベー
及び車い
用者対応

レなどの設

ステップ
について
今後導入
車両全車
ンステップ

83駅中
レベ タ

83駅中
レベ

○
安
ベ

・エレベーター：
66駅
･車いす使用者
対応トイレ：70
駅
･ノンステップバ
ス62両導入

・エレベー
ター：72駅
･車いす使用者
対応トイレ：73
駅
･ノンステップバ
ス140両導入

ベーター
バス
リー
・エ
・車
備
・ノ

妊産婦、
心して利
ーター及

におい
化の推進
レベータ
いす使用

ンステップ

実施

乳幼児連
鉄駅トイレ

ビーベ
備
ビーベッ
ビーチェ

民間鉄道
等設置
大高駅　
鉄栄町駅
鉄山王駅

民間鉄道

基本方針

乳幼児連れの方を始めすべての人
用できるよう、地下鉄駅においてエ
び車いす使用者対応トイレの設置・トイレの
てノンステップバスの導入等バリアフ

ー新規3駅、継続7駅で整備
者対応トイレ新規3駅、継続7駅で

バスの導入　140両

が
レ
市

整

☆☆☆

ベビーカーに子どもを乗
バスへの乗車の実施

せたままでの市
実施 実施 実施 ○ ○継続して実施

乳幼児連れの方にも利
う、地下鉄駅トイレにお
者対応トイレ内にベビ
レ内にベビーチェアを整

ける

用しやすく
いて車いす

ーベッド、一
備

なるよ
使用
般トイ

22年
にベ
ド及
チェ

度を目標
ビーベッ
びベビー
アの整備

83駅中
・ベビーベッド：
50駅
・ベビーチェア：
38駅

83駅中
・ベビーベッド：
56駅
・ベビーチェ
ア：45駅

○
下
にベ
整
・ベ
・ベ

れの方にも利用しやすくなるよう、地
において車いす使用者対応トイレ内

ッド、一般トイレ内にベビーチェアを

ド3駅で整備
ア3駅で整備

○継続して実施
・ベビーベッド19駅で整備
・ベビーチェア5駅で整備

民間鉄道駅舎にエレベ
など、障害者を始め誰
移動環境の整備を促進

ーターを設
もが利用しや

置する
すい

民間
（利
5，
日）
車い
確保

鉄道駅舎
用者数が

000以上／
における
すルート
率：９４%

民間鉄道駅舎
における車い
すルート確保
率：６５％

民間鉄道駅舎
における車い
すルート確保
率：７４％

○
ター
・ＪＲ
・名
・名
○
３％

事業者による鉄道駅舎へのエレベ
に対して補助金を交付。
　エレベーター設置（１基）
  エレベーター設置（１基）
　エレベーター設置（１基）

駅舎における車いすルート確保率

ー

８

○継続して実施
・ＪＲ尾頭橋駅　　エレベーター設置（１基）
・ＪＲ笠寺駅  エレベーター設置（3基）
・名鉄東枇杷島駅　エレベーター設置（２基）
※　笠寺駅については、22年度までの3ヵ年整
備

健康福祉局

ガイドウェイバスシステ
て、ノンステップバスの

ム志段味線
導入を促進

につい 新車
準備

両の導入
検討 検討 ○ の検討 ○基本方針の検討 住宅都市局
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2222

ため、手当を支給
受給者数：6 241人(20年3月）

○継続して実施
　対国基徴収率：19年度61.7%→20年度64.5%

経済的理由 高等学校 修学
実施

(５)子育ての経済的な負担の軽減

５－１　子育ての経済的な負担の軽減

重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

●子育て支援手当の支給

子どもを3人以上養育す
子以降で3歳到達年度
対象とした手当を子ども
万円支給(保育所、児童
は除く)

る者に対し
末までの子
1人につき
福祉施設

、第3
どもを
月額2
入所児

実施 実施 実施
○
対
受

実施
象子ども
給者5,83

数；6,120人（20年3月）
9人（20年3月）

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

●保育料第3子以降
化

無料
子どもを3人以上養育す
子以降で3歳到達年度
保育料を無料化

る者に対し
末までの子

、第3
どもの 実施 実施

実施 ○
対

実施
象子ども数：１，４２９人

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

●児童手当の支給

子どもを養育する家庭
次代を担う子どもの健全
ため、小学校修了前ま
つき月額5千円を支給（
歳未満の児童は1人月

の生活の安
な育成に

での子ども
3人目以降
額1万円）

定と、
資する
1人に
及び3

実施 実施 実施
○
対
受

実施
象子ども
給者125,

数：196,496人（20年3月）
221人（20年3月）

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

●児童扶養手当の支給
父と生計を同じくしてい
される家庭の生活の安
はかるため、手当を支給

ない子ども
定と自立の

が育成
促進を 実施 実施 実施

○
対
受

実施
象子ども
給者数:1

数：26,413人（20年3月）
7,078人（20年3月）

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

●ひとり親家庭手当の支給
遺児の健全な育成と福
ため、手当を支給

祉の増進をはかる
実施 実施 実施

○
対
受給者数

実施
象子ども

：
数：10,060人(20年3月）

241人(20年3月）,
☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

●ひとり親家庭等医
成

療費助 母子・父子家庭及び父
対し、医療費一部負担

母のない子
額を助成

どもに
実施 実施 実施

○
対

実施
象者数：38,768人(各月末平均)

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局

●保育料負担の軽減

国が定める保育料の一
することにより、保護者
減

部を市費で
の保育料負

負担
担を軽 ・実施 ・実施 ・実施

○
　対

国基準の
国基徴

災害、失
の保育料

保育料に対して軽減の実施
収率：18年度60.0%→19年度61.7%

☆☆☆

災害、失業などにより保
な世帯の保育料を減免

育料負担が困難
・実施 ・実施 ・実施

○
帯

業などにより保育料負担が困難な世
を減免

○継続して実施

子ども青少年局

○私立幼稚園授業料補助

公私間における保護者
をはかるなど、私立幼稚
保護者に対して所得に
補助を実施

負担の格差
園に通う

応じて授業

是正
幼児の

料など
拡充実施 拡充実施 拡充実施

○
園
対
・就
・授

補助基準
による補助
象者数
園奨励補
業料補助

及び補助年額を改定並びに同時在
額加算の条件の緩和

助　19,294人
　12,551人

☆☆☆
○補助年額を改定並びに同時在園による補助
額加算の条件の緩和

教育委員会

○私立高等学校授業
助

料補
公私間における保護者
をはかるなど、私立高校
護者に対して所得に応
実施

負担の格差
に通う生徒

じて授業料

是正
の保
補助を

拡充実施 実施 実施

○
　対
・7
・4

実施
象者数

5,000円補
2,000円補

助　1,441人
助　1,216人

☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

●市立幼稚園・高等
授業料などの減免

学校
市立幼稚園・高等学校
の保護者に対して授業
施

に通う幼児
料などの減

・生徒
免を実 実施 実施

実施
○
対
校

実施
象者数　
生徒1,41

市立幼稚園園児100人、市立高等学
8人

☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

●就学援助
経済的に困窮している
者に対して学用品など

小中学生の
の費用を援

保護
助

実施 実施 実施
○
対

実施
象者数23,162人

☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会

○高等学校入学準備
経済的理由により高等学校

金
により

が困難な生徒に対して
与

などへのなどへの
入学準備金

修学
を貸 拡充実施 拡充実施 拡充実施

○
対

実施
象者数80人

☆☆☆ ○継続して実施 教育委員会



重　点　事　業
(◎新規　○拡充　●継続)

事　業　内　容
計
【

画目標
21年度】

１７年度実績 18年度実績 19年度実績の主な内容 進捗状況 ２０年度事業概要 所管局

○乳幼児医療費助成
0歳から小学校入学前
し、医療費一部負担額

までの乳幼
を助成

児に対
拡充実施 実施 拡充実施

○
11

所得制限
1,342人（

の廃止（平成２０年１月から実施）
各月平均）

☆☆☆
○乳幼児医療費助成制度と、小学生医療費助
成制度を、「子ども医療費助成制度」に一本化
（平成２０年８月から）

子ども青少年局

◎小学生医療費助成
小学生に対し、医療費
助成

の一部負担額を
実施 検討 実施

○
で拡
○
1,2

入院分医
大（平成

所得制限
60人（各

療費助成の対象者を小学校６年生
２０年１月から実施）

の廃止（平成２０年１月から実施）
月平均）

ま

☆☆☆

○通院分医療費助成を小学校１年生から６年
生まで実施（平成２０年８月から実施）
・ 入院分医療費助成の対象者を中学校３年生
まで拡大（平成２０年８月から実施）

子ども青少年局

●不妊治療費助成事業
不妊で悩む夫婦の経済
るため、不妊治療に要
助成

的負担を軽
する費用の

減す
一部を 実施 実施 実施

○
　助
○
　平

特定不妊
成件数

一般不妊
成19年1

治療費助成事業
1,396件
治療費助成事業
2月より実施　実績766件

☆☆☆ ○継続して実施 子ども青少年局
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